
 九州旅客鉄道株式会社の取締役常務執行役員の森でございます。皆様、本日はお忙しい中、
ご参加いただき、誠にありがとうございます。

 私から、2020年3月期第3四半期決算および通期業績予想について、また、中期経営計画の
取り組み状況について説明いたします。

 4ページをご覧ください。







 連結決算の営業収益は、鉄道旅客運輸収入の増や堅調な不動産賃貸収入などにより対前年で
54億円の増収となりました。

 一方、営業利益は、JR九州の税制特例措置の廃止や減価償却費の増などにより対前年で43億
円の減益となりました。

 その結果、親会社株主に帰属する四半期純利益は、対前年で41億円の減益となり、EBITDA
は、対前年で14億円減少しました。

 次に、セグメント別について説明いたします。6ページをご覧ください。





 主なセグメントについて、説明します。

 運輸サービスセグメントについては、JR九州の税制特例措置の廃止や減価償却費の増などが
あったものの、鉄道旅客運輸収入の増や駅ビルに関する収益費用計上区分の変更などにより
、増収・増益となりました。

 建設セグメントについては、新幹線関連工事の増などがあったものの、人件費などの経費の
増により増収・減益となりました。

 不動産・ホテルセグメントについては、堅調な駅ビル事業に加え、新規開業物件があったも
のの、ホテルの開業準備費用の増、駅ビルなどに関する収益費用計上区分の変更などにより
、増収・減益となりました。

 続きまして、単体決算について説明します。8ページをご覧ください。





 単体決算の営業収益は、鉄道旅客運輸収入の増などにより増収となったものの、税制特例措
置の廃止や減価償却費の増などにより、営業利益は減益となりました。

 特別損益は、今年度6月から8月にかけての豪雨や台風などの災害に伴う費用の増があったも
のの、昨年度発生した災害に伴う損失の減や、リース事業の譲渡による売却益などにより増
加しました。

 次のページをご覧ください。



 鉄道旅客運輸収入について、新幹線は昨年の大河ドラマ放映の反動はあったものの、ゴール
デンウィーク休暇の長期化や堅調な需要により、対前年101.2%となりました。

 また、在来線も、ゴールデンウィーク休暇の長期化に加え、久大本線運転再開などにより、
対前年102.0%となりました。

 続きまして、2020年3月期の業績予想について説明します。

 11ページをご覧ください。





 2020年3月期通期業績予想については、日韓関係悪化の長期化や新型肺炎の拡大懸念など不
透明な状況はありますが、第3四半期までの堅調な決算状況を踏まえ、前回予想から変更して
おりません。

 続きまして、中期経営計画の取り組み状況について説明いたします。

 16ページをご覧ください。











 主力事業の収益力強化における、鉄道事業の取り組み状況です。

 更なる収益機会の追求を目指し、新しいD&S 列車「36ぷらす3」の運行計画を発表しまし
た。また、2022年春を目標に、EXサービスの九州新幹線へのサービスエリア延伸について
JR東海さま、JR西日本さまと合意いたしました。

 生産性の向上については、自動列車運転装置開発の一環として、香椎線の一部区間で走行試
験を開始しました。鉄道ネットワークを長期的に維持していくため、安全性を維持・向上さ
せるとともに、効率化にも取り組んでまいります。

 また、日韓関係の悪化による業績への影響は限定的となっていますが、引き続き、状況を注
視していきます。

 次のページをご覧ください。



 次に、鉄道事業における運賃・料金の概要及び増収施策について説明します。

 きっぷは運賃と料金から構成されており、運賃と新幹線特急料金の上限については国土交通
大臣の認可が必要である一方、上限の範囲内での割引率の設定は届出のみで可能となってい
ます。

 そのため、当社では他輸送機関への競争力を高めるため割引を行っておりますが、以前は紙
のきっぷの販売のみであったため、柔軟な価格施策を行うことが難しい状況でした。

 こうした状況を改善するため、当社では需給に応じて割引きっぷの販売枚数や割引率をコン
トロールできるインターネット列車予約サービスの拡大に取り組んでいます。ネット販売の
件数・比率ともに増加しており、鉄道事業の増収に寄与しております。

 次のページをご覧ください。



 次に、拠点地域の戦略的まちづくりについて、主な開発案件の進捗状況を説明します。

 熊本駅周辺開発と宮崎駅西口開発については、駅ビルのテナントリーシングや工事が順調に
進捗しているほか、熊本では2棟目のオフィスビルを計画しており、宮崎では駅周辺に建設中
である分譲マンション2棟の販売も堅調に推移しています。

 また、長崎駅周辺開発については、新しい駅ビルの開発概要を発表しました。既存の商業施
設・ホテルの大部分を残し、新たに商業施設、ホテル、オフィスなどの複合開発となる駅ビ
ルを建設します。ホテルについては、マリオット・インターナショナルと契約締結に向けて
協議中です。なお、2023年春に部分開業、2025年度の全面開業を予定しています。

 次のページをご覧ください。



 当社の成長投資について、３つの投資カテゴリーに分けて説明します。

 まず、投資カテゴリー①は、当社の事業基盤である駅を活用した駅ビル開発です。自社用地
を活用し、商業施設を中心に開発するものであり、高い利回りが期待できるものです。

 また、投資カテゴリー②は、駅ビル周辺や鉄道沿線などのまちづくり開発です。これは自社
用地の活用に加え、公募・入札案件を活用し、幅広いアセットを開発するものであり、比較
的高い利回りが期待できます。

 ①と②はコアとなる九州域内への投資であり、鉄道事業や流通・外食事業といったグループ
全体とのシナジー効果が期待できます。

 最後に、投資カテゴリー③は九州域外で開発を行うものを位置付けています。

 投資カテゴリー①の駅ビル開発は、新幹線開業や高架化事業といった自治体の都市計画など
により、当社で開業時期をコントロールすることが困難です。そのため、投資カテゴリー②
と③を継続的に行うことで、キャッシュフロー創出力の持続的な向上を図っています。

 次のページをご覧ください。



 次に、大分駅周辺開発を例に、当社のまちづくり戦略について説明します。

 大分駅周辺では、投資カテゴリー①に該当する大分駅ビルを2015年に開業させ、投資カテゴ
リー②としてホテルや住居系を含む複合開発を駅周辺で行い、収益の拡大に取り組みました
。

 駅ビルの「アミュプラザおおいた」では、駅という高い集客力によるテナント誘致の優位性
もあり、売上高は増加を続けているほか、地元商店街などと連携したイベントを通じて賑わ
いの創出にも取り組んでおり、地域と一体となった開発により需要を喚起し、近距離収入の
増加にも繋げています。

 結果として駅周辺の賑わいが増し、2018年以降も賃貸マンションや分譲マンションなどを新
たに開発しています。このような戦略的なまちづくりを、宮崎・熊本・長崎などでも取り組
んでいきます。

 次のページをご覧ください。



 続いて、「新たな領域における成長と進化」に関する取り組み状況です。

 事業ポートフォリオの戦略的見直しについては、リース事業の譲渡に加え、2020年4月には

病院事業の譲渡を予定しています。

 一方で、2019年12月には「いかしゅうまい」の製造・販売などを行う株式会社萬坊を子会社

化しました。当社グループの小売りや飲食事業を活かして販路・業容の拡大などを図るとと

もに、地域への送客を強化することで、観光振興や鉄道需要の掘り起こしにも繋げていきま

す。

 また、2017年10月に子会社化したキャタピラー九州については、収入の拡大に努めるととも

に、在庫管理の徹底などの業務見直しにより、利益率の改善にも取り組んでいます。今後も

、グループ会社との連携によるシナジー効果の創出に加え、レンタル事業分野の強化などに

より、収益拡大の取り組みを継続していきます。

 次のページをご覧ください。



 2030年長期ビジョンで目指しているゴールのひとつが、MaaSという新たなモビリティサー
ビス構築への挑戦であり、MaaSによる利益改善です。

 そのビジョンの達成に向けた取り組みとして、当年度は第一交通産業さま、小田急電鉄さま
が主導する「MaaS Japan」、西日本鉄道さまとの連携を行ってまいりました。

 また、2019年12月には由布院地区及び宮崎県で実証実験実行委員会を設立しました。由布院
地区ではMaaSアプリ「EMot」、宮崎市と日南市などでは「my route」を使用した実証実験
を計画しております。

 今後も同業他社や異業種とのアライアンス、地方自治体や地域コミュニティとの連携などに
より、MaaSの拡大に取り組んでいきます。

 以上で、説明を終わります。ご清聴ありがとうございました。




